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1. 序論 
 日本は世界の中でも有数の地震大国として知られており、これまでに幾多の被害を受
けてきた。近年では、2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震によって、多
くの人が犠牲となった。地震による直接的な被害もさることながら、火災・津波などの
2次災害によって多くの人命が奪われることも少なくない。地震による被害を最小限に
するためには、地震の発生を予知し、事前に対策を講じることが重要である。 
 しかし、今現在用いられている主な地震予知方法は、地質や断層などの調査から判断
する「長期的予知」であり、人々の危機感に繋がりにくいことや地震発生日を絞り込む
ことができないなどの欠点を抱えている。また、今現在運用されている緊急地震速報[1]
は、日本各地に設置された地震計を用いて地震波（P波）を捉え、震源や規模を予想す
るといったものであるが、この速報が出された時点で主要動の揺れが発生してしまって
いる場合や避難行動を取るに至るまでの時間的な余裕がないなどの課題が山積してい
る。そこで、地震が発生する数日前に地震を予知する「短期的予知」の必要性が高まっ
ているが、確固たる技術として確立できていないのが現状である。 
 その一方で、地震の短期的予知に繋がる可能性がある現象として、地球規模で発生す
る電磁気学的現象が報告[2][3][4][5]されている。具体的には、VLF帯・VHF帯の電波を観
測することで地球規模で発生する電磁気学的現象を捉え、地震との関連性を探るといっ
た試みである。本研究室でも見通し内 VHF帯電波伝搬観測を長期的に行っており、観
測中に発生した伝搬異常と地震との関連性を定量的に評価した結果を報告[6][7][8]してい
る。ところで、見通し内電波伝搬観測においては、送信局から送られてくる電波を常に
受信できるため、その中から伝搬異常を検出する必要がある。過去に行った我々の研究
報告では、受信データが正規分布に従うことを利用し、統計学で用いられる手法によっ
て伝搬異常を判定していた。具体的には、受信データの平均値𝑚と標準偏差σを 5 分ご
とに求めることで日変化の影響を取り除き、時間帯ごとに「平均値𝑚±3.0×標準偏差𝜎」
という判定基準を設け、実際のデータがこの基準値を一定時間継続して超えていた場合
を伝搬異常としていた。しかし、この方法は、通常時の受信電力を基準に伝搬異常を判
定しているため、受信電力の急激な変動や、揺らぎについては考慮することができない
というデメリットがあった。 
そこで本稿では、受信電力の急激な変動や揺らぎと地震発生との関連性を探るため、
連続ウェーブレット変換による伝搬異常検出を提案する。そして、連続ウェーブレット
変換によって検出された伝搬異常と地震との関連性を定量的に評価する。 
 
 
 
2 
2. 電波伝搬観測システム 
 
図 2.1 観測システム 
 
 電波伝搬観測システムは図 2.1 のような機器で構成されており、2010 年 8 月から今
現在まで観測を続けている。システムの概要について簡単に記述しておく。まず、群馬
大学桐生キャンパスに設置された複数本のアンテナによって多方面からの VHF帯放送
波を受信する。複数本のアンテナはアンテナ切替器に集約され、PCから送られる命令
によって、スペクトラムアナライザに接続されるアンテナを 1本ずつ切り替えている。 
切り替えられたアンテナはスペクトラムアナライザへと接続され、そのアンテナで受信
した放送波の受信電力を測定している。スペクトラムアナライザのマーカー移動は PC
からの命令で行われている。スペクトラムアナライザで測定した受信電力は、テキスト
ファイルとしてPC内に保存され、PCは保存されたデータから自動でグラフを作成し、
30 分毎に大学の Web サーバにアップロードしている。したがって、当研究室の HP
（http://www.el.gunma-u.ac.jp/~motolab/）にアクセスできる環境があるならば何処で
も観測波形を閲覧することが可能である。 
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3. 観測データの事前処理 
（移動平均、停波削除） 
 本章では、電波伝搬観測システムによって得た受信電力データから伝搬異常を検出す
る前に、必ず行っている処理について簡単に記す。 
 
3.1. 移動平均 
 受信電力データの中には軽度の揺らぎやパルス性のノイズが含まれている。これらの
変動は、連続ウェーブレット変換の計算結果に少なからず影響することが考えられるた
め、平滑化する必要がある。そこで、ある時間内での平均値を求めることでデータの平
滑化を行うことにした。このような平滑化方法を移動平均と言う。 
 移動平均は、T分内に含まれているデータ数𝑛とデータの数値から計算される 
 移動平均 =
1
𝑛
∑𝑥𝑖
𝑛
𝑖=1
 (3.1.1) 
 移動平均を取る際に注意すべき点は、時間 T を長くしすぎると、生データが平滑化
されすぎてしまい、本来持っていた特徴が失われてしまう点である。本研究では、10
分で移動平均を取っている。 
 縦軸を受信電力[dBm]、横軸を時間[JST]とし、観測波形の生データおよび移動平均
後のデータをプロットした図を示す。 
 
 
図 3.1.1 観測波形（生データ） 
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図 3.1.2 観測波形（移動平均後） 
3.2. 停波削除 
 我々が普段受信している VHF帯放送波は、放送局側の設備点検などで、一時的に電
波の送信を止めていたり、減力したりしている。このような背景から、観測用 PC内に
保存された受信電力データには、停波状態・減力状態のデータも含まれてしまっている。
停波・減力の状態が含まれたまま解析を行うと伝搬異常を正しく判定することができな
いため、解析を行う前に削除している。 
 
図 3.2.1 停波 
 
図 3.2.2 減力 
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4. 連続ウェーブレット変換 
(Continuous Wavelet Transform：CWT) 
 本章では、連続ウェーブレット変換[9][10][11]を用いた理由と、連続ウェーブレット変換
の定義式、使用したマザーウェーブレット、連続ウェーブレット変換を観測データに適
用した結果について記述する。 
 
4.1. 連続ウェーブレット変換を用いる理由 
 連続ウェーブレット変換とは、1種のスペクトル解析手法である。スペクトル解析手
法として最も有名なのはフーリエ変換であるが、時間領域の情報を失ってしまうという
特徴があるため、信号に含まれる周波数成分を明らかにしたいときに用いられる場合が
多い。時間領域の情報も得るための手段の 1つとして、短時間フーリエ変換が挙げられ
る。短時間フーリエ変換では、時間領域の情報と周波数領域の情報を同時に得ることが
可能であるが、信号に対して窓関数が不変であるため、周波数分解能と時間分解能がト
レードオフの関係にある（図 4.1.1 図 4.1.2参照）。 
 
 これらの問題を解決するべく提案された手法が連続ウェーブレット変換である。連続
ウェーブレット変換では、マザーウェーブレットと呼ばれる窓関数をスケールパラメー
タによって拡大・縮小させることで、低い周波数には時間的に長い窓を、高い周波数に
は時間的に短い窓を信号に適用し、信号が持つ局所的な変化を検出できるという性質が
ある。つまり、信号に含まれる非定常状態成分を特定することが可能であると言える。
図 4.1.3に連続ウェーブレット変換のイメージ図を示す。 
  
図 4.1.1 短時間フーリエ変換 
（時間分解能優先の場合） 
図 4.1.2 短時間フーリエ変換 
（周波数分解能優先の場合） 
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図 4.1.3 連続ウェーブレット変換 
 
4.2. 連続ウェーブレット変換の定義式とマザーウェーブレット 
連続ウェーブレット変換は次式で定義される。 
 𝑊(𝑏, 𝑎) =
1
√𝑎
∫ 𝑥(𝑡)𝜓∗ (
𝑡 − 𝑏
𝑎
)𝑑𝑡
+∞
−∞
 (4.2.1) 
  𝑎（ > 0）はスケールパラメータ、𝑏は時間シフトパラメータ、𝑊(𝑏, 𝑎)はウェーブ
レット係数、𝜓(𝑡)はマザーウェーブレットを表している。スケールパラメータ𝑎によっ
てマザーウェーブレット𝜓(𝑡)を拡大・縮小することで、𝑎が大きいほど低周波数成分、𝑎が
小さいほど高周波成分に対応させている。拡大・縮小されたマザーウェーブレットは、
𝑏の時間シフトパラメータによって時間軸上を平行移動する。𝑊(𝑏, 𝑎)はウェーブレット
係数である。なお、マザーウェーブレットとして利用される波は、大抵以下の条件を満
たすものである。 
 ∫ 𝜓(𝑡)𝑑𝑡
∞
−∞
= 0 (4.2.2) 
この式から、マザーウェーブレット𝜓(𝑡)は、直流成分を持たず、積分したときの正の
部分と負の部分の面積が等しくなるように振動している波であることがわかる。 
マザーウェーブレットとして使用可能な関数には様々なものがあるが、本稿で用いた
マザーウェーブレットはMorletWaveletと DGaussianWavelet の 2つである。 
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1つ目のマザーウェーブレットMorletWaveletは次式で表される。 
 𝜓(𝑡) =
1
√𝜋
4 exp(𝑖ω𝑡)exp(−
𝑡2
2
)   , 𝜔 = (𝜋√
2
ln(2)
) (4.2.3) 
MorletWavelet は実部に正弦関数、虚部に余弦関数を持つ複素関数である。よって、
受信電力データに対して連続ウェーブレット変換を適用した結果は複素数となる。実部
の変換結果と虚部の変換結果を考慮するため、伝搬異常検出を行う際には、複素数の絶
対値を取ったデータを用いた。これは、変換によって抽出された信号の包絡線をとるこ
とを意味する。MorletWaveletの実部波形を図 4.2.1に示す。 
 
図 4.2.1 MorletWaveletのプロット図（Scale25と Scale35） 
 
2つ目のマザーウェーブレット DGaussianWavelet は次式のように定義される。 
 
𝜓(𝑡) =
(−1)𝑛+1
√Γ(𝑛 +
1
2)
𝜕𝑛
𝜕𝑥𝑛
𝑒𝑥𝑝 (−
𝑥2
2
) 
(4.2.4) 
DGaussianWaveletは実関数である。今回は、次数𝑛 = 1とした。ところで、式中のΓは
ガンマ関数を表しており、この場合以下のように解釈される。 
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 Γ (𝑛 +
1
2
) =
(2𝑛 − 1)‼
2𝑛
√𝜋 (4.2.5) 
ここで‼は 2重階乗を意味している。従って、式(4.2.4)は最終的に以下のようになる。 
 
√2
√𝜋
4 𝑒𝑥𝑝 (−
𝑥2
2
)𝑥 (4.2.6) 
式（4.2.6）で表される DGaussianWaveletの波形を以下に示す。 
 
図 4.2.2 DGaussianWavelet のプロット図（Scale25と Scale35） 
 
 MorletWavlet の波形と比較すると、プラス方向とマイナス方向にピークを 1 つずつ
しか持っていないため、非常にシンプルな波形であることがわかる。そして、先述した
ように、マザーウェーブレットが実関数であるため、連続ウェーブレット変換の計算結
果も実数部のみとなる。よって、連続ウェーブレット変換適用後に絶対値を取る必要性
がない。したがって、MorletWavelet と大きく異なる点として、DGaussianWavelet
による連続ウェーブレット変換を適用した場合、伝搬異常検出を行う際に使用するデー
タに、マイナスの値が含まれていることが挙げられる。 
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4.3. 連続ウェーブレット変換適用例 
次に、東京スカイツリーを送信局とする放送波（82.5MHz NHK FM東京）に対して、
実際に連続ウェーブレット変換を適用した例を図 4.3.1および図 4.3.2に示す。図 4.3.1
はマザーウェーブレットに MorletWavelet、図 4.3.2 はマザーウェーブレットに
DGaussianWavelet を使用した場合の結果である。2 つの図のプロット期間は、2012
年 4 月 23 日から 2012年 4 月 30 日までとなっており、第 3 章 3.1 節に示した図 3.1.2
と同じ期間である。図 3.1.2の観測波形に含まれている非定常信号が、連続ウェーブレ
ット変換の結果に大きく影響を与えていることが確認できる。 
また、それぞれの図は、縦軸をスケールパラメータ、横軸を時間[JST]としており、
色の濃淡で変換結果の値の大小を表している。なお、縦軸の値は式（4.2.1）の𝑎を直接
表しているわけではないので、注意されたい。 
 まず、マザーウェーブレットに MorletWavelet を使用した連続ウェーブレット変換
結果を図 4.3.1に示す。 
 
 
図 4.3.1 マザーウェーブレットにMorletWaveletを使用した場合の連続ウェーブレッ
ト変換適用例 
 
次に、マザーウェーブレットに DGaussianWavelet を使用した場合の連続ウェーブ
レット変換結果の図を示す。 
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図 4.3.2 マザーウェーブレットにDGausssianWaveletを使用した場合の連続ウェーブ
レット変換適用例 
 
 図 4.3.1、図 4.3.2 に示した結果のように、縦軸のスケールパラメータが小さいほど
時間分解能、スケールパラメータが大きいほど周波数分解能に優れていることがわかる。
ここで、スケールパラメータが小さい箇所に着目すると、変換結果の値が非常に小さい
ため、その変動が読み取りにくいと言える。逆にスケールパラメータが大きい箇所に着
目すると、変換結果の値の大小は判別しやすいが、時間分解能が悪いことがわかる。地
震発生時刻と伝搬異常発生時刻の時間的な関係を考察することを考えると、極端に大き
なスケール値を選ぶわけにもいかない。このような背景から、本稿で解析に用いるスケ
ール値は Scale25と Scale35とした。 
 また、図 4.3.1 と図 4.3.2 の色枠で囲った部分をそれぞれ比較すると、連続ウェーブ
レット変換の計算結果が大きくなっている箇所とそうでない箇所があることがわかる。
そこで、色枠で囲った部分から Scale25における時間波形を抜粋し、変換結果の波形が
どのようになっているかを確認する。 
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図 4.3.3 MorletWaveletを用いた連続ウェーブレット変換結果（赤枠の部分） 
 
図 4.3.4 MorletWaveletを用いた連続ウェーブレット変換結果（オレンジ枠の部分） 
 
図 4.3.5 DGaussianWavelet を用いた連続ウェーブレット変換結果（青枠の部分） 
 
図 4.3.6 DGaussianWavelet を用いた連続ウェーブレット変換結果（緑枠の部分） 
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これら 4つの図から、変換結果の波形は使用するマザーウェーブレットに依存した形
になっていることがわかる。しかし、いずれのマザーウェーブレットを用いても、元々
の信号に含まれていた非定常信号が連続ウェーブレット変換の適用によって、さらに強
調されている。 
また、先述した通り、マザーウェーブレットに MorletWavelet を使用した場合、計
算結果の絶対値を取ることで解析に用いるデータとしているため、伝搬異常検出を行う
際に使用しているデータは、図 4.3.3 及び図 4.3.4 中の赤線でプロットしたデータであ
る。一方、DGaussianWavelet を使用した場合は、図 4.3.5 及び図 4.3.6 中の赤線でプ
ロットしたデータをそのまま解析に用いている。 
 
4.4. Scale25と Scale35について 
4.3節で述べた通り、Scale25と Scale35は𝑎の値を直接表しているわけではない。ま
た、MorletWaveletと DGaussianWaveletで同じスケール値（Scale25と Scale35）を
選んだが、対応する周波数はマザーウェーブレットごとに異なっていることに注意され
たい。Scale25 および Scale35 に相当する𝑎の値をマザーウェーブレットごとに以下の
表にまとめる。 
表 4.4.1 実際に使用した𝑎の値 
 MorletWavelet DGaussianWavelet 
Scale25 𝑎 = 65.76 𝑎 = 14.84 
Scale35 𝑎 = 371.98 𝑎 = 83.92 
 
ここで、解析に使用した 2 つのマザーウェーブレットに対してフーリエ変換を適用し
た結果を示す（なお、時間領域の波形は図 4.2.1と図 4.2.2で示している）。 
 
  
図 4.4.1 MorletWaveletのフーリエ変換
（Scale25） 
図 4.4.2 MorletWaveletのフーリエ変換
（Scale35） 
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図 4.4.3 DGaussianWavelet の 
フーリエ変換（Scale25） 
図 4.4.4 DGaussianWavelet の 
フーリエ変換（Scale35） 
 
ここで、図に示したマザーウェーブレットのスペクトルは、元データの離散間隔に依
存するため、使用するスケール値およびマザーウェーブレットによって一意に決まるも
のではないことを明言する。 
4 つの図を見ると、MorletWavelet と DGaussianWavelet でフーリエ変換を適用し
た結果が異なっており、マザーウェーブレットに含まれている周波数成分に違いがある
ことがわかる。そして、スケール値が小さいほど対応する周波数が高いことが確認でき
る。また、Scale25 で最もスペクトルが強くなっている周波数と、Scale35 で最もスペ
クトルが強くなっている周波数を比較すると、Scale25における周波数の方が約 5.6倍
高くなっている。これは、マザーウェーブレットの違いによらない値である。 
各スケール値およびマザーウェーブレットごとに、そのスペクトルが最大となっていた
周波数を表にまとめる。 
 
表 4.4.1 スペクトルが最大となっていた周波数 
 MorletWavelet DGaussianWavelet 
Scale25 3.25 × 10−4[Hz] 2.67 × 10−4[Hz] 
Scale35 5.75 × 10−5[Hz] 4.75 × 10−5[Hz] 
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5. 解析対象とする放送波と解析期間 
 本稿で解析対象とした放送波は東京スカイツリーを送信局とする NHK FM 東京
（82.5MHz）と茨城県燕山を送信局とする NHK FM 水戸（83.2MHz）である。この
2つの放送波を解析対象に選んだ理由は、両者とも平常時の観測波形が非常に安定して
いるため、「平均値𝑚±3.0×標準偏差𝜎」を用いた判定方法では検出できない微小な非
定常信号がより多く含まれているのではないかと考えたためである。解析期間は 2012
年 4月 23日から 2014年 9月 25日までの 885日間とした。観測開始日が 2012年 4月
23 日となっているのは、もともと東京タワーを送信局としていた NHK FM 東京
（82.5MHz）がこの日から東京スカイツリーを送信局とした放送に切り替えられたた
めである。以下に平常時の観測波形（2014年 8月 12日）を示す。 
 
 
図 5.1 NHK FM 東京（82.5MHz）の観測波形 
 
図 5.2 NHK FM 水戸（83.2MHz）の観測波形 
 
縦軸は受信電力[dBm]、横軸は時間[JST]を表している。この図と同じものが、当研究室
の HPで閲覧可能である。2つの放送波ともに受信電力が安定していると言える。 
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6. 伝搬異常検出方法 
（しきい値、伝搬異常継続時間） 
 連続ウェーブレット変換適用後のデータから伝搬異常を検出する。伝搬異常を検出す
るにあたって、2つの検出パラメータ「しきい値」と「伝搬異常継続時間」を設けた。 
 ここで第 4章を参照すると、扱ったスケール値およびマザーウェーブレットによって、
連続ウェーブレット変換の計算結果が大きく異なっていることがわかる。この特性を考
慮し、Scale25と Scale35およびマザーウェーブレットごとに異なったしきい値を設け
た。そして、様々な値を試した中で最も伝搬異常の検出に適しているであろう値を本稿
で用いるしきい値とした。しきい値を上回っていたデータを異常データとして扱い、そ
の状態が「伝搬異常継続時間」以上の時間幅を持ち合わせていた場合、伝搬異常が発生
していたと判定する。本稿では、この時間幅を「伝搬異常発生期間」と定義する。 
また、同じスケール値・マザーウェーブレットを用いて連続ウェーブレット変換を適
用したとしても、その計算結果は受信した放送波から得た受信電力の値に影響されるこ
とは明白である。したがって、連続ウェーブレット変換で扱ったスケール値とマザーウ
ェーブレットだけで「しきい値」が一意に決まるわけではない。 
 本稿で用いた「しきい値」と「伝搬異常継続時間」および伝搬異常発生回数を以下の
表にまとめる。 
表 6.1 伝搬異常検出条件と伝搬異常発生回数 
放送波 マザーウェーブレット スケール値 しきい値 
伝搬異常 
継続時間 
伝搬異常 
発生回数 
NHK FM
東京 
MorletWavelet 
Scale25 3.0 30分 38回 
Scale35 10.0 4時間 30回 
NHK FM
水戸 
Scale25 3.0 4時間 29回 
Scale35 15.0 4時間 34回 
NHK FM
東京 
DGaussianWavelet 
Scale25 4.5 1時間 30回 
Scale35 10.0 3時間 32回 
NHK FM 
水戸 
Scale25 5.5 4時間 30回 
Scale35 15.0 4時間 25回 
 
ただし、連続ウェーブレット変換適用後の波形（図 4.4.3～図 4.4.6）から読み取れる
ように、設けたしきい値によっては、その値を上回るような状態が時間的に短い間隔で
何度も発生している場合がある。例えば、図 6.1のような場合である。 
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図 6.1 伝搬異常判定例 
（マザーウェーブレット：Scale25の DGaussianWavelet 放送波：東京スカイツリー） 
 
 図 6.1は図 4.3.5を表 6.1で提示したしきい値（しきい値 4.5）でマスキングした図で
ある。青枠で囲った部分のように、設けたしきい値を超える状態が時間的に短い間隔で
何度も発生している場合がある。4つある山なりの波形 1つ 1つは、伝搬異常継続時間
未満の時間幅であるが、この変動を引き起こした要因がそれぞれ別のものであるとは考
えにくい。このことを考慮し、5時間以内に再びしきい値を超えていたならば、それら
を 1つの伝搬異常のかたまりとして扱っている。そして、そのかたまりの始まりと終わ
りの時間から算出される時間幅が伝搬異常継続時間以上であった場合、伝搬異常発生と
判断している。図 6.1において青枠で囲った部分がこの状態を表している。一方、緑枠
で囲った部分に着目すると、しきい値を超えていた時間幅が伝搬異常継続時間未満かつ
5時間以内に再びしきい値を超えるような波形変動が見られなかったため、伝搬異常発
生と判断していない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
時間幅が伝搬異常継続時間以上であった場合、 
伝搬異常発生と判断 
時間幅 
5時間以上離れているため、 
1つのかたまりとして考えない 
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7. 地震と伝搬異常の定量的評価 
（𝒕𝐬𝐞𝐪、𝑷𝐨𝐛𝐬、𝑷𝐮𝐧𝐜、𝑷𝐆） 
 本稿では、「実際に地震と伝搬異常が併発した確率」と「地震に対する伝搬異常の無
相関併発確率」を求め、これらの比を取ることで確率利得𝑃G（Probability Gainの意味）
を算出し、地震と伝搬異常の関連性を考察する。 
7.1. 関連付け時間長𝑡seq 
まず、地震と伝搬異常を関連付ける指標となる関連付け時間長𝑡seq[days]（添字 seq
は sequenceの意味）を定義する。地震が発生した時刻を基準（𝑡seq = 0）とし、𝑡seqに
よって設けた時間幅に伝搬異常発生期間が重なっていた場合を“地震と伝搬異常が併発
した”と判定する。地震発生の前兆現象として発生する伝搬異常と地震との関連性を示
す場合、𝑡seqはマイナスの値となり、地震発生後の伝搬異常と地震との関連性を示す場
合、𝑡seqはプラスの値となる。すなわち、𝑡seqは想定されたリードタイムである。図 7.1.1
と図 7.1.2 に地震と伝搬異常が併発したと判断する場合とそうでない場合を図示する。 
 
  
図 7.1.1 地震と伝搬異常の併発あり 図 7.1.2 地震と伝搬異常の併発なし 
 
7.2. 観測併発確率𝑃obs 
次に、地震と伝搬異常が併発した確率𝑃obs（添字 obsは observationの意味）を定義
する。𝑃obsは、地震と伝搬異常が併発した回数𝑛obsと伝搬異常発生回数𝑁anom（添字 anom
は anomalyの意味）によって求められる。 
 𝑃obs =  
𝑛obs
𝑁anom
 (7.2.1) 
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7.3. 無相関併発確率𝑃unc 
地震に対して伝搬異常が無相関に発生していると仮定した場合において、地震と伝搬
異常が偶然併発する確率を表す無相関併発確率𝑃unc（添字uncはuncorrelationの意味）
を求める。観測期間𝑇allにおいて 1回の地震が伝搬異常と併発する確率は𝑡seq 𝑇all⁄ で与え
られるため、これに実際の地震発生回数𝑁eq（添字 eqは earthquakeの意味）を乗じる
ことで、地震に対する伝搬異常の無相関併発確率𝑃uncが求められる。 
 𝑃unc =
𝑁eq|𝑡seq|
𝑇all
 (7.3.1) 
 
7.4. 確率利得𝑃G 
そして、地震と伝搬異常の関連性を定量的に評価する最終的な指標として、𝑃Gを導入
する。𝑃Gは𝑃obsと𝑃uncを用いて、以下のように求められる。 
 𝑃G =  
𝑃obs
𝑃unc
 (7.4.1) 
 𝑃Gは確率利得であるため、1よりも大きいほど地震と伝搬異常の関連性が高いと言え
る。本稿では、様々な𝑡seqに対して𝑃Gを算出することにより、どの程度の時間間隔で伝
搬異常と地震が併発しやすいのかを明らかにする。 
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8. 解析対象とする地震について 
（M、L[km]、D[km]） 
 日本では、実に様々な地震が数多く発生しており、これら全てを解析対象とすると、
伝搬異常と地震発生との関連性を考察しにくい。そこで、伝搬異常と地震との関連性解
析をする際、解析対象とする地震の絞り込みを行っている。具体的には、地震が見通し
内電波伝搬に異常をきたす要因となる場合、その震央位置は受信点である群馬大学桐生
キャンパスと VHF帯放送波の送信局を直線で結んだ電波伝搬路からさほど離れていな
いと仮定し、地震の解析範囲に制限を設けた。この範囲は、図 8.1に示すように小判型
になっており、電波伝搬路から一定の距離を取ることによって定められる。そして、観
測期間内に発生していたすべての地震に対して、伝搬路-震央間距離 L[km]を算出し、
解析範囲内に相当する距離であれば、解析対象とする地震に分類している。 
本稿では、群馬大学桐生キャンパス-東京スカイツリーの伝搬路から 75[km]以内に発
生していた地震、あるいは群馬大学桐生キャンパス-茨城県燕山の伝搬路から 100[km]
以内に発生していた地震を解析対象にしている。 
 
図 8.1 解析範囲 
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また、規模の小さな地震であればその前兆現象も小規模なものであると予想されるた
め、規模の小さい地震や震央の深い地震は解析対象としていない。具体的には、マグニ
チュードMが 4.0以上で震央の深さDが 50[km]以内の地震を解析対象として扱ってい
る。また、マグニチュード毎に地震と伝搬異常との関連性を考察するため、M≧4.0 か
ら順に、M≧4.5、M≧5.0、M≧5.5 のようにマグニチュードを 0.5 ずつ 4 段階に分け
て解析を行った。以下の表に、解析範囲ごとの地震発生回数をまとめる。 
 
表 8.1 解析範囲と地震発生回数の関係 
解析範囲 M≧4.0 M≧4.5 M≧5.0 M≧5.5 
東京スカイツリー 
（L≦75[km]） 
29回 14回 7回 3回 
茨城県燕山 
（L≦100[km]） 
126回 39回 15回 6回 
東京スカイツリー
と茨城県燕山両方 
127回 40回 15回 6回 
 
当然だが、マグニチュードが小さいほど、地震の発生回数が多い。また、表の 2行目
と 3行目に示した地震発生回数にほとんど差がないことから、群馬大学桐生キャンパス
-東京スカイツリー間の電波伝搬路から 75[km]以内に発生していた地震のほとんどは、
群馬大学桐生キャンパス-茨城県燕山間の電波伝搬路から、100[km]以内に発生している
ことがわかる。 
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9. 確率利得𝑷𝐆算出結果 
 東京スカイツリーの放送波（82.5MHz）と茨城県燕山の放送波（83.2MHz）に対し
てマザーウェーブレットにMorletWaveletおよび DGaussianWaveletを使用した連続
ウェーブレット変換を適用して検出した伝搬異常と地震との関連性を定量的に評価す
る。なお、本稿で示す結果の図は、関連付け時間長𝑡seqを−5 ≦ 𝑡seq ≦ 5としているため、
地震発生日（𝑡seq = 0）から前後 5日以内に発生した伝搬異常と地震との関連性を定量
的に表していることになる。9.1節～9.3節に示す図は、縦軸を確率利得𝑃G、横軸を関
連付け時間長𝑡seq[days]としている。 
 
9.1. 東京スカイツリーを送信局とする放送波に対する 
確率利得𝑃Gの算出結果 
 
まず、マザーウェーブレットに MorletWavelet を使用した場合の確率利得算出結果
を示す。 
 
図 9.1.1 確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale25のMorletWavelet 放送波：東京スカイツリー） 
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図 9.1.2確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale35のMorletWavelet 放送波：東京スカイツリー） 
 
伝搬異常は、Scale25 で 38 回、Scale35 で 30 回発生していた。図 9.1.1 と図 9.1.2
から、マグニチュードが大きいほど地震と伝搬異常の関連性が高いことがわかる。また、
関連付け時間長𝑡seqが1あるいは−1のときに確率利得の値が最大となっているため、地
震発生前後 1 日以内に伝搬異常が発生しやすいと言える。また、𝑡seq＝− 1で伝搬異常
と併発していた地震は、Scale25 では M5.8 の地震と M5.1 の地震であった。2 つとも
千葉県北東部で発生していた地震であることから、この地域で発生する地震は伝搬異常
を伴いやすいのではないかと考えられる。そして、これら 2つの地震は Scale35で検出
された伝搬異常とも併発している。ここで、Scale35の結果に着目すると、𝑡seq＝1で確
率利得が最大となっていることがわかる。これは、Scale35 でのみ 2014 年 9 月 16 日
に茨城県南部で発生していた M5.6 深さ 47[km]の地震に対応した伝搬異常を検出でき
たためである。𝑡seq = 1で地震と伝搬異常の関連性が見られたということは、地震発生
後 1日以内に伝搬異常が発生していると言えるので、地震予知の観点から見ると予知は
失敗している。この 2つの図からわかるように、同じマザーウェーブレットを使用した
としても、スケール値によって解析結果が大きく異なっている。 
 
次にマザーウェーブレットに DGaussianWavelet を使用した場合の確率利得算出結
果を示す。 
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図 9.1.3確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale25の DGaussianWavelet 放送波：東京スカイツリー） 
 
 
図 9.1.4 確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale35の DGaussianWavelet 放送波：東京スカイツリー） 
 
伝搬異常は、Scale25で 30回、Scale35で 32回発生していた。MorletWaveletを用
いた場合の連続ウェーブレット変換によって検出された伝搬異常と地震の関連性と同
様、マグニチュードが大きいほど地震と伝搬異常の関連性が高いことがわかる。また、
Scale25（図 9.1.3）の𝑡seq = −1で伝搬異常と併発した地震を確認すると、MorletWavelet
24 
 
の Scale25 と Scale35 で検出された伝搬異常と併発していた地震と同じものであった。
しかし、DGaussianWavelet の Scale35（図 9.1.4）では、この伝搬異常を検出できな
かった。図 9.1.3 と図 9.1.4 の M≧5.0 における確率利得の値を比較しても明らかであ
る。このことから、マザーウェーブレットと扱うスケール値によっては、他では検出で
きる地震と関連性のある伝搬異常を検出できないことがあると言える。 
 
9.2. 茨城県燕山を送信局とする放送波に対する 
確率利得𝑃Gの算出結果 
 
 まず、マザーウェーブレットに MorletWavelet を使用した場合の確率利得算出結果
を示す。 
 
 
図 9.2.1確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale25のMorletWavelet 放送波：茨城県燕山） 
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図 9.2.2確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale35のMorletWavelet 放送波：茨城県燕山） 
 
伝搬異常は、Scale25で 29回、Scale35で 34回発生していた。2つのスケール値で
伝搬異常発生回数に大きな違いはないが、確率利得の値を比べると、大きな違いが生じ
ている。特にM≧5.5の結果を見ると、Scale25では地震発生の 1日前の伝搬異常と地
震との関連性が最も高くなっているが、Scale35では確率利得が 0となっている。確率
利得が 0となったのは、関連付け時間長𝑡seqで設けた時間幅と伝搬異常発生期間が重な
っていなかったためである。しかし、地震発生 2日前以内に発生していた伝搬異常と地
震との関連性（𝑡seq = −2）を確認してみると、Scale25 では𝑡seq = −1で併発していた
M≧5.5 の地震が Scale35 では、𝑡seq = −2で伝搬異常と併発していたことがわかった。
つまり、Scale25で地震と併発していた伝搬異常を Scale35では検出できなかったとい
うわけではない。よって、2 つのスケール値で解析結果が大きく異なっていた理由は、
マザーウェーブレットが元々有していた時間幅がスケール値によって異なるため、検出
した伝搬異常の発生期間にズレが生まれたためであると考えられる。 
 
次にマザーウェーブレットに DGaussianWavelet を使用した場合の確率利得算出結
果を示す。 
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図 9.2.3確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale25の DGaussianWavelet 放送波：茨城県燕山） 
 
 
図 9.2.4 確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale35の DGaussianWavelet 放送波：茨城県燕山） 
 
伝搬異常は、Scale25で 30回、Scale35で 25回発生していた。図 9.2.3および図 9.2.4
も今までの結果と同様、地震発生 1日前後に伝搬異常が発生しやすい傾向がある。また、
MorletWavelet で検出された M≧5.0 の地震に対する伝搬異常を DGaussianWavelet
でも同様に検出できていた。したがって、茨城県燕山の放送波で発生していた M≧5.0
の地震に対する伝搬異常はマザーウェーブレットや扱うスケール値によらず、検出でき
ていたということになる。 
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9.3. 東京スカイツリーを送信局とする放送波と茨城県燕山を送信
局とする放送波で同時に伝搬異常が発生していた場合の確率
利得𝑃Gの算出結果 
 
 次に、2つの伝搬路で同時に伝搬異常が発生していた場合のみを解析対象とし、確率
利得を算出する。1つの伝搬路のみで発生した伝搬異常ではなく、複数の伝搬路で同時
に伝搬異常が発生していた場合のみを扱うことによって、広範囲に及んだ伝搬異常と地
震発生との関連性を明白にする。以下に結果を示す。 
 
 
図 9.3.1 確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale25のMorletWavelet  
放送波：東京スカイツリー＆茨城県燕山） 
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図 9.3.2 確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale35のMorletWavelet  
放送波：東京スカイツリー＆茨城県燕山） 
 
それぞれ、伝搬異常発生回数は、Scale25 で 9 回、Scale35 で 13 回である。複数の
伝搬路で同時に発生した伝搬異常のみを解析対象とすることで、伝搬異常の発生回数が
大幅に減ったことがわかる。地震と併発していた伝搬異常が各伝搬路単体で発生してい
たとすれば確率利得の値は小さくなるはずだが、図 9.3.1 と図 9.3.2 を見ると、確率利
得の値は最大で約 32.7 となっており、これまでの結果で最も大きくなった。この結果
から、複数の伝搬路で広範囲に伝搬異常が発生した場合、地震が発生する可能性が高い
と考えられる。 
また、M≧5.5の地震は解析期間内に 6回ほど発生していたが、伝搬異常と併発して
いた地震は千葉県北東部と福島県浜通りで発生した地震であった。千葉県北東部で発生
した地震の震央と伝搬路はそれほど離れているというわけではないが、2013年 9月 20
日に福島県浜通りで発生していた M5.9 の地震は、群馬大学桐生キャンパス-東京スカ
イツリー間の伝搬路からは約 140[km]、群馬大学桐生キャンパス-茨城県燕山間の伝搬
路からは約 95[km]離れた場所に震央を持つ地震であった。このことから、伝搬路から
遠方で発生していた地震でも、地震発生時の状況によっては我々が観測している見通し
内電波伝搬に影響を与えるのではないかと推測できる。 
 
 次に、マザーウェーブレットに DGaussianWaveletを用いた場合の結果を示す。 
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図 9.3.3 確率利得𝑃G算出結果 
（DGaussianWavelet Scale25 東京スカイツリー＆茨城県燕山） 
 
 
図 9.3.4 確率利得𝑃G算出結果 
（DGaussianWavelet Scale35 東京スカイツリー＆茨城県燕山） 
 
伝搬異常発生回数は、Scale25で 10回、Scale35で 6回である。MorletWaveletを
用いた場合と同様、複数の伝搬路で発生していた伝搬異常を解析対象とすることで、地
震と伝搬異常の関連性が高くなっている。ここで、M≧5.5における確率利得を図 9.3.3
と図 9.3.4で比較すると、Scale25が約 29.5、Scale35が約 24.6となっており、Scale25
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の方が地震と伝搬異常の関連性が高いという結果になっている。これは、Scale25で検
出できていた地震と関連のあった伝搬異常が Scale35では検出できなかったことを表
している。具体的には、2013年 9月 20日に福島県浜通りで発生していたM5.9の地震
に対する伝搬異常が検出できていなかった。つまり、MorletWaveletと同様、
DGaussianWaveletでも Scale25で検出される伝搬異常が地震との関連性が高いと言
える。 
 
9.4. 伝搬異常検出に最適なスケール値とマザーウェーブレット 
 9.1 節～9.3 節の結果を受け、本節では伝搬異常検出に最適だと思われるマザーウェーブ
レットとスケール値を決定する。そのために、地震と伝搬異常との関連性が最も高くなっ
た条件である𝑡seq＝− 1における確率利得𝑃Gを以下の表にまとめる。 
 
表 9.4.1 確率利得𝑃G算出結果まとめ 
スケール値 放送波 MorletWavelet DGaussianWavelet 
Scale25 
東京スカイツリー 7.8 9.8 
茨城県燕山 15.2 9.8 
東京スカイツリー
＆茨城県燕山 
32.7 29.5 
Scale35 
東京スカイツリー 9.8 9.2 
茨城県燕山 0 11.8 
東京スカイツリー
＆茨城県燕山 
22.7 24.6 
 
 まず、表 9.4.1から伝搬異常検出に適していると思われるスケール値を決定する。Scale25
を用いたときの確率利得の合算値を計算すると 104.8であり、Scale35を用いたときの合算
値を計算すると 78.1となっていた。Scale35のMorletWaveletを使用して茨城県燕山を送
信局とする放送波から検出した伝搬異常を用いて算出した確率利得が 0 となっていること
を考慮しても、Scale25のほうが地震と関連性のある伝搬異常を検出できる可能性が高いの
ではないかと言える。 
次に、表 9.4.1から伝搬異常検出に適していると思われるマザーウェーブレットを決定す
る。上記の結果を受け、スケール値には Scale25 を選ぶ。MorletWavelet を使用した場合
の確率利得の合算値は 55.7、DGaussianWavelet を使用した場合の確率利得の合算値は
49.1 となっている。よって、僅かな差であるが、マザーウェーブレットに MorletWavelet
を使用した方が地震と関連性のある伝搬異常を検出できる可能性が高いのではないかと言
える。 
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10. 的中率と予知率 
 地震と伝搬異常の関連性を確率利得𝑃Gで評価したが、その数値から「伝搬異常発生回
数に対する地震の併発確率（的中率、Hit rate）」や「地震発生回数に対する伝搬異常
の併発確率（予知率、Alarm rate）」を読み取ることは不可能である。そこで本章では、
この 2つの観点から地震と伝搬異常の関連性を評価する。 
なお、的中率と予知率の値は、伝搬異常が発生してから 1日以内に地震が発生してい
た場合を地震と伝搬異常が併発したと判定し、伝搬異常発生後 1日以内に地震が発生し
ていなかった場合を地震と伝搬異常が併発していなかったと判定し、算出している。こ
のように条件を設けた理由は、確率利得𝑃Gの算出結果から、関連付け時間長𝑡seq = −1で
地震と伝搬異常の関連性が最も高くなっていたためである。 
 
10.1. 的中率と予知率の定義 
 的中率と予知率は以下のように計算している。 
 的中率＝
地震と併発した伝搬異常の回数
伝搬異常発生回数（𝑁anom）
 (10.1.1) 
 ここで、「地震と併発した伝搬異常の回数」は、𝑛obsによって定義される値と必ずし
も一致しないことに注意されたい。例えば、𝑛obsの定義では、伝搬異常 1回に対して 2
つの地震が併発していた場合、𝑛obs = 2とカウントするが、的中率は伝搬異常発生回数
を基準に計算するので、地震と併発した伝搬異常の回数は 1回とカウントされる。また、
マグニチュードが小さい地震は日本全国でほぼ毎日発生しているため、これらの地震を
的中率算出の対象にすると、的中率は100%に近い値となることが予想される。しかし、
これまでの我々の研究から規模の小さい地震が伝搬異常を伴うとは考えにくいため、確
率利得𝑃G算出時と同様、解析対象とする地震の規模に制限を設け、M≧4.0、M≧4.5、
M≧5.0の地震に対して的中率を算出した。 
 予知率＝
伝搬異常と併発した地震の回数
地震発生数（𝑁eq）
 (10.1.2) 
 ここで、「伝搬異常と併発した地震の回数」は𝑛obsによって定義される値と必ずしも
一致しないことに注意されたい。例えば、観測期間中に発生していた地震 1回に対して
伝搬異常が 2回併発している場合があるが、予知率は地震発生数を基準に算出している
ため、伝搬異常と併発した地震の回数は 1回とカウントされる。逆に、伝搬異常 1回に
対して、地震が 2回伴っている場合があるが、この場合、伝搬異常と併発した地震の回
数は 2回とカウントされる。 
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10.2. 的中率と予知率の算出結果 
東京スカイツリーを送信局とする放送波と茨城県燕山を送信局とする放送波で同時
に発生していた伝搬異常を対象に的中率と予知率を算出した結果を以下に示す。なお、
地震発生数は表 8.1の 3行目に記している。 
 
図 10.1 マザーウェーブレット・スケール値ごとの的中率 
 
 
図 10.2 マザーウェーブレット・スケール値ごとの予知率 
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図 10.1は的中率、図 10.2は予知率を算出した結果である。なお、括弧内の数値は各
マザーウェーブレットおよびスケール値での伝搬異常発生回数を表している。図 10.1
に着目すると、マザーウェーブレットに Scale25 の MorletWavelet を用いた場合の的
中率がM≧4.0で約 55.6%となっている。よって、伝搬異常の発生によって地震が起き
ると仮定した場合の誤報率が低いと言い換えることができる。また、MorletWavelet
の結果と DGaussianWavelet の結果を比較すると、MorletWavelet を用いた場合の的
中率の方が全体的に高いということがわかる。一方、スケール値に着目するとマザーウ
ェーブレットによらず、Scale25における的中率の方が Scale35よりも高い。 
次に、図 10.2 を見ると、予知率はマザーウェーブレット・スケール値によらず、軒
並み小さいことがわかる。その値は最大でもM≧5.0の地震を対象にした場合の 20%に
とどまっており、観測期間中に発生した地震の大半を見逃してしまっていると言える。 
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11. 先行研究との比較 
 本稿では、連続ウェーブレット変換によって伝搬異常を検出し、地震と伝搬異常の関
連性を確率利得・的中率・予知率を算出することによって評価した。しかし、これだけ
では連続ウェーブレット変換を伝搬異常の検出に用いるメリットを提示したことには
ならない。そこで、我々が過去に用いていた伝搬異常判定基準「平均値𝑚±3.0×標準
偏差𝜎」によって検出した伝搬異常と地震との関連性を示し、連続ウェーブレット変換
を用いた場合の結果との比較を行う。なお、本稿では「平均値𝑚±3.0×標準偏差𝜎」に
よる伝搬異常検出方法を 3sigma法と明記することとする。 
 
11.1. 3sigma法を用いた伝搬異常検出と地震との関連性 
連続ウェーブレット変換で扱った放送波と同様、東京スカイツリーを送信局とする放
送波と茨城県燕山を送信局とする放送波を解析対象とした。これらの放送波に 3sigma
法を適用し、2つの放送波で同時に発生していた伝搬異常を検出した。伝搬異常発生回
数は 34回であった。 
 まず、確率利得𝑃Gを算出する。 
 
図 11.1.1確率利得𝑃G算出結果 
（3sigma法 放送波：東京スカイツリー＆茨城県燕山） 
 
 確率利得𝑃Gを算出すると、連続ウェーブレット変換によって検出した伝搬異常と地震
との関連性と同様、地震発生の 1日前後に伝搬異常が発生しやすい傾向があると言える。 
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しかし、図 11.1.1からわかるように、確率利得の最大値は 13となっており、連続ウェ
ーブレット変換を用いた場合の確率利得（図 9.3.1～図 9.3.4）と比べると著しく低い。
したがって、連続ウェーブレット変換を用いた伝搬異常検出が有用であると言える。 
次に、的中率・予知率を算出する。 
 
図 11.1.3 3sigma法を用いた伝搬異常における的中率 
 
図 11.1.2 3sigma法を用いた伝搬異常検出における予知率 
 
 的中率は最大で約 14.7%、予知率は最大で約 13.3%となっている。3sigma 法によっ
て検出された伝搬異常は 34 回であったが、予知率が連続ウェーブレット変換を用いた
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場合よりも低いということから、検出された多くの伝搬異常は、地震との関連性を持っ
ていなかったことがわかる。このことからも連続ウェーブレット変換を用いるメリット
があると言える。 
以上の結果を表にまとめると以下のようになる。 
 
表 11.1.1 3sigma法と連続ウェーブレット変換の比較 
 確率利得𝑃G 的中率 予知率 
3sigma法 13.0 14.7% 13.3% 
↓ ↓約 2.5倍 ↓約 3.8倍 ↓約 1.5倍 
連続ウェーブレット変換 32.7 55.6% 20.0% 
 
表 11.1.1から、本稿で実施したすべての評価基準において、3sigma法による伝搬異
常検出よりも、連続ウェーブレット変換によって検出した伝搬異常のほうが、地震との
関連性が高いということがわかる。このことから、少なくとも今回解析対象とした 2つ
の放送波に対しては、連続ウェーブレット変換による伝搬異常検出が極めて有効である
ことがわかる。 
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12. MT（マハラノビス・タグチ）法を用いた地震
の選定 
確率利得𝑃Gを算出するにあたって、第 8章に記述した方法で解析対象とする地震の選
定を行っていた。しかし、第 8 章で示した方法では、伝搬路-震央間距離 L[km]によっ
てその解析範囲が一意に決められてしまうため、地震の規模 M や震央の深さ D[km]に
よらず、その解析範囲は一定であった。また、伝搬路の遠方で発生していた地震でも、
地震の規模 M や震央の深さ D[km]によっては、伝搬異常との関連性が見られる場合が
あるが、このような地震を解析対象に含めようと L を大きくとると、それに比例して
解析対象となる地震の発生回数が著しく増加するため、逆に伝搬異常と地震との関連性
が低くなるといったデメリットもあった。 
そこで、本章では、解析対象とする地震の選定に MT 法[12][13][14]を使用することとし
た。MT 法を用いることで、“解析範囲”という概念を取り払うことができ、解析対象
とするべき地震かどうかを地震のパラメータ（マグニチュード M、伝搬路-震央間距離
L[km]、震央の深さ D[km]）に応じて、判断することが可能になる。 
 
12.1. MT法とは 
MT 法とは品質工学の分野において用いられているパターン認識技術の一種である。
特に複数の項目が複雑に絡み合っている多変量の情報に対する“判別”や“診断”に有
用な手法である。その基本概念は「判断の基準点を１つだけ定め（単位空間）、多くの
情報を総合した判断尺度を用いて、基準点からの離れ具合によって定量的に判断するも
の」である。 
ここで、MT法の一連の流れを以下に示す。 
① 特徴項目を決める。 
② サンプルを集める。 
③ 単位空間を構成するサンプルを選択し、単位空間を定義する。 
④ 判断対象サンプルのマハラノビス距離を求める。 
①～②で注意するべき点は、MT法によってパターン認識を正しく行うためには、適
切な特徴項目をなるべく多く用意する必要があるのと、サンプルの数が特徴項目の数を
上回っている必要があるということである。 
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12.2. MT法におけるマハラノビス距離算出方法 
上述③～④の計算過程を以下に記していく。 
 
単位空間は、𝑘個の特徴項目（測定項目）と𝑛個のサンプルで定義される。 
表 12.2.1 サンプルと特徴項目 
サンプル 
特徴項目 
𝑥1 𝑥2 𝑥3 ⋯ 𝑥𝑘 
No.1 𝑥11 𝑥12 𝑥13 ⋯ 𝑥1𝑘 
No.2 𝑥21 𝑥22 𝑥23 ⋯ 𝑥2𝑘 
No.3 𝑥31 𝑥32 𝑥33 ⋯ 𝑥3𝑘 
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 
No. 𝑛 𝑥𝑛1 𝑥𝑛2 𝑥𝑛3 ⋯ 𝑥𝑛𝑘 
 
第 1段階 
特徴項目ごとに平均値と標準偏差を求める。 
 
平均値：𝑥𝑗 =
1
𝑛
(∑𝑥𝑖𝑗
𝑛
𝑖=1
) (12.2.1) 
 
 
標準偏差：𝜎𝑗 = √
1
𝑛
[∑(𝑥𝑖𝑗 − 𝑥𝑗)
2
𝑛
𝑖=1
] (12.2.2) 
 
第 2段階 
第 1段階で求めた平均値と標準偏差を用いて、特徴項目ごとにデータを正規化する。 
 
正規化：𝑋𝑖𝑗 =
𝑥𝑖𝑗 − 𝑥𝑗
𝜎𝑗
 
(𝑖 = 1,2,… , 𝑛     𝑗 = 1,2, … , 𝑘) 
(12.2.3) 
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表 12.2.2 正規化後のサンプルと特徴項目 
サンプル 
特徴項目 
𝑋1 𝑋2 𝑋3 ⋯ 𝑋𝑘 
No.1 𝑋11 𝑋12 𝑋13 ⋯ 𝑋1𝑘 
No.2 𝑋21 𝑋22 𝑋23 ⋯ 𝑋2𝑘 
No.3 𝑋31 𝑋32 𝑋33 ⋯ 𝑋3𝑘 
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 
No. 𝑛 𝑋𝑛1 𝑋𝑛2 𝑋𝑛3 ⋯ 𝑋𝑛𝑘 
平均値 0 0 0 0 0 
標準偏差 1 1 1 1 1 
 
表 12.2.2のように、正規化された特徴項目の平均値は 0、標準偏差は 1になる。 
 
第 3段階 
 正規化された特徴項目間の相関係数𝑟をすべて求め、相関行列 Rにまとめる。 
 
相関係数：𝑟𝑝𝑞 = 𝑟𝑞𝑝 =
 


n
i
iqip XX
1
√

n
i
X ip
1
2
√

n
i
X iq
1
2
    (12.2.4) 
相関係数は、共分散をそれぞれの標準偏差で割ったものと等しいと言える。しかし、
第 2 段階で特徴項目を正規化しているため、それぞれの標準偏差は 1 である。よって、
今回の場合、相関係数は共分散と等しい値になる。 
 
相関行列：R＝
(
 
 
1 𝑟12
𝑟21 1
𝑟13
𝑟23
⋯ 𝑟1𝑘
⋯ 𝑟2𝑘
𝑟31 𝑟32 1 ⋯ 𝑟3𝑘
⋮
𝑟𝑘1
⋮
𝑟𝑘2
⋮
𝑟𝑘3
⋱
⋯
⋮
1)
 
 
 (12.2.5) 
相関行列は𝑘 × 𝑘の行列である。相関係数がプラスの場合を「正の相関」、マイナスの
場合を「負の相関」と表現し、相関係数が 0の場合を「相関なし」と表現する。 
 
第 4段階 
 相関行列 Rの逆行列 Aを求める。 
 
相関行列の逆行列：A = R−1＝
(
 
 
𝑎11 𝑎12
𝑎21 𝑎22
𝑎13
𝑎23
⋯ 𝑎1𝑘
⋯ 𝑎2𝑘
𝑎31 𝑎32 𝑎33 ⋯ 𝑎3𝑘
⋮
𝑎𝑘1
⋮
𝑎𝑘2
⋮
𝑎𝑘3
⋱
⋯
⋮
𝑎𝑘𝑘)
 
 
 (12.2.6) 
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手計算で逆行列を算出しようとすると、特徴項目が増えれば増えるほど、その計算量
も増える。したがって、何かしらの計算ソフトを使用するか、逆行列算出プログラムを
書く必要があるわけだが、今回は、ピポッド選択ありのガウス・ジョルダン法[15]をプロ
グラムで再現することによって逆行列を算出している。 
 
第 5段階 
 評価対象サンプルの特徴項目を正規化する。 
 
正規化：𝑋𝑖𝑗 =
𝑥𝑗
′ − 𝑥𝑗
𝜎𝑗
 
( 𝑗 = 1,2,… , 𝑘) 
(12.2.7) 
 
表 12.2.3 評価対象サンプルの特徴項目と正規化 
サンプル 
特徴項目 
𝑥1 𝑥2 𝑥3 ⋯ 𝑥𝑘 
評価対象サンプル 𝑥1
′  𝑥2
′  𝑥3
′  ⋯ 𝑥𝑘
′  
正規化された 
評価対象サンプル 
 
 
𝑋1
′  𝑋2
′  𝑋3
′  ⋯ 𝑋𝑘
′  
 
第 6段階 
 評価対象サンプルのマハラノビス距離を求める。 
 
マハラノビス距離の 2乗：D2＝
1
𝑘
(𝑋1
′ 𝑋2
′ ⋯ 𝑋𝑘
′ )(
𝑎11 𝑎12 ⋯ 𝑎1𝑘
𝑎21
⋮
𝑎𝑘1
𝑎22 ⋯ 𝑎2𝑘
⋮
𝑎𝑘2
⋱
⋯
⋮
𝑎𝑘𝑘
)(
𝑋1
′
𝑋2
′
⋮
𝑋𝑘
′
) 
＝
1
𝑘
∑ (𝑎𝑝𝑞 𝑋𝑝
′ 𝑋𝑞
′ )
𝑘
𝑝,𝑞=1
 
(12.2.8) 
当たり前だが、マハラノビス距離がマイナスの値をとることはない。また、マハラノ
ビス距離は、単位空間の仲間であれば 1付近あるいはそれ以下の値をとり、単位空間と
の距離が大きく離れている場合、その値が急激に大きくなることが知られている。 
マハラノビス距離の計算が正しく行えているかどうかの判断は、単位空間を構成した
特徴項目のマハラノビス距離の 2乗(D2)の平均値が 1 となっていることを確認すれば
良い。 
 
 
 
正規化 
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12.3. MT法を用いて解析対象とする地震の選定を行った結果 
 MT法を用いて地震の選定を行うためには、特徴項目を選ぶ必要がある。そこで、伝
搬異常と併発していた地震の伝搬路-震央間距離 L[km]と震央の深さ D[km]を特徴項目
に選び、単位空間を作成した。具体的な処理手順を以下に記す。 
 
STEP.1 東京スカイツリーを送信局とする放送波（82.5MHz NHK FM東京）で発生し
ていた伝搬異常と 3日以内に併発した地震を抜粋する。 
STEP.2 抜粋した地震から内陸性地震のみをマグニチュード毎（4.0≦M<4.5、4.5≦
M<5.0、5.0≦M<5.5、5.5≦M<8.0）に分類し、東京スカイツリーの伝搬路-震
央間距離 L[km]と茨城県燕山の伝搬路-震央間距離 L[km]の平均値を新たな伝
搬路-震央間距離 L[km]とし、この L[km]と震央の深さ D[km]で 4 つの単位空
間を作成。 
STEP.3 すべての地震（内陸性、海洋性含む）をマグニチュード毎（4.0≦M<4.5、4.5
≦M<5.0、5.0≦M<5.5、5.5≦M<8.0）に分けたあと、STEP.2 で作成した 4
つの単位空間を使ってマハラノビス距離を算出し、マグニチュード毎に適切な
しきい値を設けることによって地震を選定。 
 
 STEP.1 では、連続ウェーブレット変換（マザーウェーブレットに Scale25 の
MorletWaveletを使用）によって検出した伝搬異常を使用している。したがって、伝搬
異常発生回数は表 6.1 に示した通り 38 回である。ここで東京スカイツリーを送信局と
する放送波を選んだ理由は、伝搬異常と併発した地震のサンプルを多く得られるのでは
ないかと考えたからである。同様の理由で、STEP.1においては伝搬異常発生後 3日以
内に地震が発生していた場合、地震と伝搬異常が併発したと判定し、STEP.2 で単位空
間作成のモデルとして扱っている。 
また、MT法を導入した理由の 1つとして、伝搬路の遠方で発生した伝搬異常と関連
した地震を、伝搬異常と関連性のない地震を除外しつつ解析対象に含めるといったこと
が挙げられる。このような背景から、STEP.1 で伝搬異常と地震との併発を考える際、
伝搬路-震央間距離 Lが 300[km]以内の地震を解析対象とした。そして、震央の深さ D
も 75[km]以内とし、より多くの地震が解析対象となるように工夫している。 
 STEP.3で使用したしきい値は以下のようになっている。 
 
表 12.3.1 算出したマハラノビス距離に対して設けたしきい値 
 4.0≦M<4.5 4.5≦M<5.0 5.0≦M<5.5 5.5≦M<8.0 
しきい値 1.25 1.28 1.25 1.10 
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MT法を用いて解析対象とする地震を選定した結果を示す。 
 
図 12.3.1 MT法を用いて解析対象とする地震を選定した結果 
 
図 12.3.1から、STEP.2で内陸性地震のみで単位空間を作成したのにも関わらず、海
洋性地震も解析対象として選定されていることがわかる。これは、伝搬異常と併発して
いた内陸性地震のパラメータ（マグニチュード M、伝搬路-震央間距離 L[km]、震央の
深さ D[km]）と海洋性地震のパラメータが似通っていたためである。また、第 8 章に
提示した方法では、震央の深さ D≦50[km]といった線引きがあったが、MT法では震央
の深さが 0～72[km]までの地震が解析対象に含まれている。 
次に、MT法によって解析対象に選定された地震と伝搬異常との関連性を確率利得𝑃G
で評価する。また、MT 法と第 8 章で示した方法との比較を行うため、図 12.3.1 にプ
ロットされた地震の中から、伝搬路-震央間距離 L[km]と震央の深さ D[km]の最大値を
割り出し、その値を用いて第 8章の方法で解析対象とする地震を選定した。2つの方法
で選定した地震と伝搬異常との関連性を以下に示す。 
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MT法 L≦150[km]  D≦72[km] 
  
図 12.3.2 確率利得𝑃G算出結果 
（伝搬異常発生回数：9回） 
図 12.3.3 確率利得𝑃G算出結果 
（伝搬異常発生回数：9回） 
 
 図 9.3.1 で扱った伝搬異常と同じものを使用し、2 つの方法で選定した地震との関連
性を図 12.3.2 と図 12.3.3 に示した。図 9.3.1 の確率利得が最も高いが、的中率は 3 つ
のグラフで変わらない（M≧4.0で 55.6%）。ここで、図 12.3.2と図 12.3.3を比較する
と、MT法を使用した場合の確率利得が、L[km]と D[km]を用いた場合の結果よりも高
くなっていることがわかる。 
図 12.3.2と図 12.3.3で解析対象となった地震の回数を表にまとめる。 
 
表 12.3.1 地震発生回数 
マグニチュード MT法（図 12.3.2） L≦150[km] D≦72[km]（図 12.3.3） 
M≧4.0 211回 200回 
M≧4.5 74回 73回 
M≧5.0 23回 27回 
M≧5.5 7回 11回 
 
表を見ると、M≧4.0 及び M≧4.5 の条件では L[km]、D[km]による地震選定の方が
解析対象となる地震の回数が少なく、M≧5.0 及び M≧5.5 の条件でその関係性が逆転
している事がわかる。しかし、図 12.3.2 と図 12.3.3 の M≧4.0 と M≧4.5 における確
率利得の値を見ると図 12.3.2の方が僅かに大きい。これは、MT法によって選定された
地震の中に伝搬異常と併発した地震が含まれていたためである。よって、MT法を用い
て地震を選定するメリットがあると言える。 
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13. 見通し内 VHF 帯電波伝搬異常のリアルタイム
検出と通知システム 
序論でも述べた通り、我々は、地震の短期的予知を大きな目標とし、見通し内 VHF
帯電波伝搬の観測を長期間行っている。しかし、実際に地震に先行する伝搬異常を定量
的に捉え、伝搬異常の発生を通知するといったことは行っていなかった。 
そこで本章では、地震に先行して発生する見通し内 VHF帯電波伝搬異常の観測例を
得ることを目的とし、新たなシステム構築に臨んだ結果を記す。 
 
13.1. 電波伝搬観測システムの改良 
 第 2章で電波伝搬観測システムについて簡単に説明したが、図 2.1中の制御・データ
記録用 PCに信号処理および通知の役割を新たに担わせることにした。この PCが自動
で行っている処理を以下の図にまとめる。 
 
図 13.1.1 VHF帯電波伝搬異常のリアルタイム検出と通知システムの概要 
 
 ※データ記録に関しては、以前から行っていたことなので、説明を割愛する。 
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 STEP.2 の信号処理では、本稿の解析結果を反映した処理を自動で行っている。具体
的には、マザーウェーブレットに Scale25のMorletWaveletを使用し、STEP.1で PC
内に記録された観測データとのたたみこみを計算させている。スケール値を固定した場
合、連続ウェーブレット変換はたたみこみで容易に再現できる。自動で 1日に 4回（0
時、6時、12時、18時）2つの放送波（東京スカイツリーを送信局とした放送波：82.5MHz 
NHK FM東京 と 茨城県燕山を送信局とした放送波：83.2MHz NHK FM 水戸）に
対して信号処理を行い、伝搬異常を検出している。 
 STEP.3 の通知では、信号処理によって伝搬異常が発生したと判断された場合、特定
のメールアドレスに自動で伝搬異常の発生を知らせるメールの配信を行っている。また、
配信されたメールの文面を見た段階でどの放送波で伝搬異常が発生していたかを把握
するために、3つの配信パターンを設けている。 
 
表 13.1.1 メール配信のパターン 
パターン① 東京スカイツリーの放送波で伝搬異常が発生していた場合 
パターン② 茨城県燕山の放送波で伝搬異常が発生していた場合 
パターン③ 
東京スカイツリーの放送波と茨城県燕山の放送波で伝搬異常が
同時に発生していた場合 
 
信号処理と同じく、1 日に 4 回（0 時、6 時、12 時、18 時）通知が出されるタイミ
ングがある。また、メールの自動配信と同時に研究室内向けの伝搬異常発生報告掲示板
に伝搬異常の発生を知らせる投稿を自動で行うようになっている。 
 
13.2. 新システムを構築した結果 
稼働期間は 2014年 9月 1日から 2014年 12月 10日までである。表 13.2.1に稼働期
間内に発生した伝搬異常と伝搬異常が発生した放送波（伝搬路）、地震発生の有無をま
とめて記載する。 
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表 13.2.1 伝搬異常と地震発生の有無 
伝搬異常発生日 
(通知タイミング) 
伝搬異常が発生した放送波 
(伝搬路) 
地震発生の有無 
(M≧5.0) 
9月 22日 
6：00 
茨城県燕山 
9月 24日 21：45 
福島県沖M5.1 
深さ 51[km] 
9月 22日 
12：00 
東京スカイツリーと茨城県燕山 
9月 24日 22：30 
福島県沖M5.1 
深さ 51[km] 
11月 4日 
18：00 
茨城県燕山 
11月 8日 8：54 
宮城県沖M5.2 
深さ 40[km] 
11月 22日 
18：00 
東京スカイツリー 
11月 22日 22：8 
長野県北部M6.7深さ 5[km] 
12月 2日 
6：00 
茨城県燕山 ☓ 
 
表 13.2.1に挙げた地震はM≧5.0の条件を満たすものである。伝搬異常発生日から 5
日以内にM≧5.0の地震が発生していなかった場合を“☓”としている。 
 表 13.2.1から、11月 22日 22時 8分に長野県北部で発生したM6.7深さ 5[km]の地
震に先行して約 4 時間前に伝搬異常発生のメールが配信されたことがわかる。よって、
大規模な地震に伴って発生したと思われる伝搬異常を地震の発生前に捉えた貴重な観
測例を得たと言える。 
 しかし、本稿に示した解析結果では、地震発生の 1日前後に伝搬異常が発生しやすい
という傾向があったが、この結果に合致する観測例は、上記の 1例のみであった。また、
表 13.2.1 に列挙した 4 つの地震の震央に至っては、当初想定していた範囲外に位置し
ている。想定していた範囲と実際に起きた地震の震央位置をプロットした図を以下に示
す。 
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図 13.2.1 想定していた範囲と実際に発生した地震の震央位置 
 
図 13.2.1から、4つの地震が点線で示した想定範囲内で発生した地震ではないことが
ひと目わかる。伝搬路から最も近い位置で発生していた地震は、長野県北部で発生した
M6.7の地震であった（約 134[km]）。 
以上のことから、残念ながら、明確に地震を予知したとは言い切れない。 
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14. 結論 
 本稿では、見通し内 VHF帯電波伝搬の長期観測によって得た受信電力データに対して連
続ウェーブレット変換を適用することで伝搬異常を検出した。検出した伝搬異常と地震と
の関連性を確率利得𝑃Gによって評価したところ、平均値𝑚と標準偏差𝜎を用いて検出
（3sigma法）した伝搬異常よりも、地震との関連性が約 2.5倍高くなったことを確認した。
つまり、地震によって引き起こされる伝搬異常は、受信電力の急激な変動や揺らぎを含む
ことが多いと仮定できる。そして、伝搬異常が地震発生の 1日前後に発生しやすいことや、
地震の規模が大きいほど地震と伝搬異常の関連性が高くなることがわかった。また、2つの
伝搬路で同時に伝搬異常が発生していた場合、地震との関連性がより高くなることを示し
た。よって、地震が伝搬異常を引き起こす要因となる際、その影響は広範囲に及ぶのでは
ないかと考えられる。そして、伝搬路の遠方で発生した地震に対して 2 つの放送波で伝搬
異常が発生していたことから、地震発生時の様々な条件によっては、遠方で発生する地震
の前兆現象も見通し内電波伝搬の観測によって捉えることができる可能性を示唆した。 
第 10章では、𝑃G算出の結果を的中率と予知率という観点から見直し、本解析手法におけ
る地震の的中率が最大で約 55.6%となることを示した。しかし、予知率が著しく低いこと
が明確になり、地震発生の見逃しが多いことがわかった。 
 第 12 章では、MT法を用いて解析対象とする地震の選定を行った。その結果、ある条件
下では L[km]、D[km]によって地震を選定するよりも、確率利得の値が大きくなることを確
認した。また、MT法では伝搬異常と併発した地震から単位空間を作成しているため、観測
期間の延長によって、伝搬異常と併発した地震のサンプルを多く得ることができれば、よ
り正確に伝搬異常と併発しやすい地震を解析対象として分類できるのではないかと期待さ
れる。 
 第 13 章では、既存の観測システムに見通し内 VHF 帯電波伝搬異常をリアルタイムで検
出し、それを通知するシステムを構築した結果を示した。大規模な地震（長野県北部M6.7）
に先行して発生する伝搬異常を実際に捉え、地震発生の 4 時間前に伝搬異常発生通知が配
信されたが、定量的解析結果から得た地震と伝搬異常の発生間隔の関係と照合しない観測
例が多かったこと、想定していた範囲の外で発生していた地震に対する伝搬異常であった
こと、地震発生の見逃しが多いことを踏まえると、残念ながら現段階で明確に地震を予知
できたとは言い切れない。よって、本稿執筆段階では、あくまで“地震に先行して発生し
た伝搬異常の観測例を得た“という結果にとどめておくこととする。 
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15. 今後の課題 
今後の課題は、連続ウェーブレット変換に使用するマザーウェーブレットを変更する
ことや、より適切な伝搬異常判定の提案などが挙げられる。なぜならば、本稿で行った
伝搬異常検出では検出できなかった伝搬異常が観測データに含まれている可能性があ
るためである。また、根本的に連続ウェーブレット変換では検出できないものがデータ
に含まれているのであれば、新しい伝搬異常検出方法を提案する必要がある。 
 また、的中率を高く維持したまま地震発生の見逃しを少なくするといった課題が挙げ
られる。この課題を解決するためには、地震が発生したのにも関わらず伝搬異常が発生
しなかった原因を解明することや、伝搬異常が発生したのにも関わらず地震が発生して
いなかった要因、言い換えれば、伝搬異常が発生する地震以外の要因を探る必要がある。
具体的には、我々が観測している見通し内 VHF帯電波伝搬は、大気中の気象現象の影
響を強く受けていると想定されるため、急激な大気の温度変化や雷に伴って発生したと
思われる伝搬異常を取り除いて地震との関連性を解析するといったことが考えられる。 
最後に、多点観測の実施が挙げられる。これに関しては、群馬大学荒牧キャンパスに
新観測点を設置予定である。新観測点で得たデータから伝搬異常を検出し、地震との関
連性解析を行うことによって、見通し内 VHF帯電波伝搬観測による地震予知の可能性
を更に高めることができると考えている。また、新観測点である荒牧キャンパスの受信
環境は桐生キャンパスと比べて非常に良好であり、桐生と同じ放送波を荒牧で受信した
としても、両者で性質の異なったデータが得られるかもしれない。そして、2つの観測
点を設けることによって、同時に伝搬異常が発生する場合と、どちらか一方で伝搬異常
が発生する場合が考えられる。こういった伝搬異常発生状況を解析に考慮することがで
きれば、地震と伝搬異常の関連性がより明確になるのではないかと思われる。 
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